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韓国における原子力発電所の現状

• 2030年までに59%へ拡大

• 原発23機を稼動

• 5機建設中

• 6機建設計画確定

• 新規敷地2ヶ所確定

• 使用済み核燃料再処理及び
高速増殖炉建設（2030年）

• 原発80機を輸出（2030年）



福島事故以前の脱原発運動の歴史 
• 1978 古里原発1号機の運転開始

• 1987 原発稼動による漁業被害補償運動がスタート(霊光)

• 1989-1890 盈德(ヨンドク)郡及び安眠(アンミョン)島での核廃棄物処分場
建設反対運動

• 1991-1994 全国６ヶ所の候補地域などで核廃棄物処分場建設反対運動

• 1995 掘業(グロブ)島での核廃棄物処分場建設反対運動 

• 1991-1998 全国９ヶ所の新規原発の候補地域で白紙化運動

• 2003-2004 全羅南道扶安(プアン)での放射能廃棄物処分場建設反対運動

• 2005 慶州・放射能廃棄物処分場の建設敷地として選定(4ヶ所が住民投票で
誘致競争)

• 2005 慶州・放射能廃棄物処分場の選定以降から脱原発運動が急激に弱体化



福島事故前後の脱原発運動
• 以前
• 原発運動の大衆化の脆弱

• 原子力安全神話澎湃

• 大多数の国民が原発賛成

• マスコミ及び教育機関の一方
的な原子力広報

• 原子力ムラや地方政府との結
託を通して核施設誘致

• 政界の無関心

• 脱原発運動の孤立

• 以降

• 脱原発運動の大衆化

• 原子力安全神話の崩壊

• 脱原発政策への賛成(72.7%)

• 老朽化原発の廃炉賛成(79%) 

• 進歩的メディアによる脱原発
報道及びSNSの活性化 

• 地方議会及び国会など政界の
脱原発法案活動

• 大統領候補の脱原発公約発表

• 拡散される脱原発運動 



古里原発前でのヒューマンチェーン
2011.4.23
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福島原発事故1周年の脱原発集会
(2012.3.10 ソウル市庁広場)
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全国脱原発大会
(2012.10. 20 
ソウル清溪広場)



ムン・ジェイン 大統領候補(民主党) 
「脱原発エネルーギ政策公約」発表 

-新規原発建設中止、老朽化した
　古里・越星1号機を廃炉

-2030年までに新再生エネルギーを
　20%へ拡大

- 2030年の需要展望対比の電力需要
　を20%まで切り詰める 
 
-政府と民間レベルで再生エネルギー
　分野に総200兆ウォンを投資し、
　50万人分の雇用創出 



<セヌリ党・パククネ候補の原発関連公約>
 
- ストレステストを通して老朽化した原発の寿命延長決定
- 計画中の原発は他のエネルギー源が確保されたという前
提の上、再検討

「原子力に頼らないと早々に電力難が発生する。全体の40%
を原発に頼りながら発電所をなくそうなどど言って、電気
がなくなったらその苦痛に誰が耐えられるのか」

(2012.10.8 KAIST科学技術懇談会)



進行中の活動

・「脱原発候補者に投票しよう」キャンペーン

・ムン・ジェイン候補と脱原発政策締結式

・古里/越星1号機廃炉運動

・新規原発建設阻止運動

・送電塔建設反対運動

・エネルギーの代案シナリオを提示する活動

・市民による放射能監視センター構築

・市民による太陽光発電所建設運動

・脱原発エネルーギに関する法案化推進 



「脱原発候補に投票しよう」キャンペーン 





老朽原発廃炉運動



新規原発中止と送電塔建設反対運動 



太陽光発電所建設運動 



市民による放射能監視センター構築



脱原発関連法案推進 



脱原発運動の課題 

・脱原発公約を掲げた候補者の当選

・原子力安全委員会など規制機関の独立化

・原発被害対策に関しての意見収集地域を

　半径30kmまで拡大 

・原発廃炉関連法など脱原発法案再改定

・脱原発運動の専門化及び代案機能の強化

・原発関連の専門家グループ育成など



脱原発時代を切り開く最初の一歩 
脱原発候補の大統領当選!!



Never give up!
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